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今
期
か
ら
強
制
適
用
開
始

グ
ル
ー
プ
通
算
制
度
に
係
る

会
計
処
理・開
示
上
の
留
意
点

Ⅲ

有
限
責
任 

あ
ず
さ
監
査
法
人

公
認
会
計
士

藤
田
　
晃
士

【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
３
月
決
算
企
業
で
は
、実
務
対
応
報
告

42
号
が
２
０
２
２
年
６
月
第
１
四
半
期

よ
り
初
め
て
強
制
適
用
と
な
る
。こ
れ

に
伴
う
会
計
処
理
お
よ
び
開
示
へ
の
影

響
を
検
討
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
。

●
グ
ル
ー
プ
通
算
制
度
へ
の
移
行
パ
タ
ー

ン
に
は
、連
結
納
税
制
度
か
ら
の
移
行

と
単
体
納
税
制
度
か
ら
の
移
行
が
あ

る
。ま
た
、実
務
対
応
報
告
42
号
の
適

用
パ
タ
ー
ン
に
は
、２
０
２
２
年
３
月
期

に
早
期
適
用
し
て
い
た
場
合
と
、本
四

半
期
よ
り
原
則
適
用
す
る
場
合
と
が
あ

る
。本
四
半
期
決
算
に
お
け
る
会
計
処

理
お
よ
び
開
示
へ
の
影
響
は
各
パ
タ
ー

ン
に
よ
り
異
な
る
。

は
じ
め
に

２
０
２
０
年
３
月
27
日
に
成
立
し
た

「
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」

（
令
和
２
年
法
律
８
号
）（
以
下
、「
改
正
法

人
税
法
」と
い
う
）に
お
い
て
、
従
来
の
連

結
納
税
制
度
が
見
直
さ
れ
、
グ
ル
ー
プ
通

算
制
度
に
移
行
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
ま

た
、
２
０
２
１
年
８
月
12
日
、
実
務
対
応

報
告
42
号「
グ
ル
ー
プ
通
算
制
度
を
適
用

す
る
場
合
の
会
計
処
理
及
び
開
示
に
関
す

る
取
扱
い
」（
以
下
、「
実
務
対
応
報
告
42

号
」と
い
う
）が
公
表
さ
れ
、
グ
ル
ー
プ
通

算
制
度
を
適
用
す
る
場
合
に
お
け
る
法
人

税
お
よ
び
地
方
法
人
税
な
ら
び
に
税
効
果

会
計
の
会
計
処
理
お
よ
び
開
示
の
取
扱
い

が
定
め
ら
れ
た
。

グ
ル
ー
プ
通
算
制
度
お
よ
び
実
務
対
応

報
告
42
号
は
、
２
０
２
２
年
４
月
１
日
以

後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
か
ら
適
用
が
開

始
さ
れ
て
お
り
、
グ
ル
ー
プ
通
算
制
度
へ

移
行
し
実
務
対
応
報
告
42
号
を
原
則
ど
お

り
適
用
す
る
３
月
決
算
企
業
に
お
い
て

は
、
こ
の
６
月
末
に
適
用
開
始
後
最
初
の

四
半
期
決
算
を
迎
え
る
こ
と
に
な
る
。

本
章
で
は
、
実
務
対
応
報
告
42
号
の
概

要
と
、
実
務
対
応
報
告
42
号
を
早
期
適
用

し
て
い
る
場
合
お
よ
び
原
則
適
用
し
て
い

る
場
合
そ
れ
ぞ
れ
の
適
用
パ
タ
ー
ン
別
の

実
務
上
の
留
意
点
に
つ
い
て
、
連
結
納
税

制
度
を
適
用
し
て
い
る
企
業
が
グ
ル
ー
プ

通
算
制
度
に
移
行
す
る
場
合
と
単
体
納
税

制
度
を
適
用
し
て
い
る
企
業
が
グ
ル
ー
プ

通
算
制
度
に
移
行
す
る
場
合
と
に
分
け
て

解
説
す
る
。
な
お
、
文
中
の
意
見
に
わ
た

る
部
分
は
筆
者
の
私
見
で
あ
る
こ
と
を
あ

ら
か
じ
め
申
し
添
え
る
。

実
務
対
応
報
告
42
号
の
概
要

グ
ル
ー
プ
通
算
制
度
の

概
要連

結
納
税
制
度
が
企
業
グ
ル
ー
プ
全
体

を
１
つ
の
納
税
単
位
と
す
る
制
度
で
あ
る

の
に
対
し
て
、
グ
ル
ー
プ
通
算
制
度
は
、

企
業
グ
ル
ー
プ
内
で
の
損
益
通
算
等
の
調

整
を
可
能
と
し
な
が
ら
、
企
業
グ
ル
ー
プ

内
の
各
法
人
を
納
税
単
位
と
す
る
制
度
で

あ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
損
益
通
算
等
の
メ

リ
ッ
ト
を
享
受
し
な
が
ら
、
連
結
納
税
制

度
と
比
べ
て
事
務
負
担
の
軽
減
を
図
る
こ

と
が
可
能
と
さ
れ
て
い
る
。

実
務
対
応
報
告
39
号

お
よ
び
42
号
の
概
要
と

適
用
関
係

税
効
果
会
計
を
適
用
す
る
に
あ
た
っ
て

は
、
決
算
日
に
お
い
て
国
会
で
成
立
し
て

い
る
税
法
に
規
定
さ
れ
て
い
る
方
法
に
基

づ
い
て
計
算
を
行
う
必
要
が
あ
る
が
、
企

業
会
計
基
準
委
員
会
よ
り
、
実
務
対
応
報


